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はじめに――先行研究と問題の所在

経済の発展において，インフラの一環である貨幣制度の整備・確立は極めて

重要である。清代の貨幣制度について従来明清期に銅銭経済から銀経済へ移行

した時期であるという認識は強かった一方，銭経済への拡大に着目する見解も

進んでいる（足立啓二［１９８９］，［１９９０］，［１９９１］，黒田明伸［１９９４］，岸本美緒

［１９９７］）。筆者は市場の流通実態から貨幣使用の動向を分析する方法で全清代

を通じて若干の実証作業を行ってきた（［２００６］，［２０１０］，［２０１１］，［２０１２］）。

しかしながら，清代の貨幣問題を議論する際，２６７年間の歴史を通時的に分析

することは限界があると思われる。一般的にアヘン戦争が勃発した１８４０年か

らは中国の近代に区分されているが，「康乾盛世」と呼ばれた乾隆期までの前

期と１８４０年代からの後期という分け方もある。けれども，清王朝にとっては，

非連続ではなく，連続的につながっている。１６世紀から１８世紀までに大量の

外国銀の流入によって銀経済への転換を定着していく中，乾隆～嘉慶期（１７３５

～１８２０年）の間に制銭の大量鋳造と供給により，銅銭使用の傾向が顕著に見

られた。この８０年間は経済が著しく発展した時期であり，「銭法」という貨幣

政策を安定的に実施した時期でもある。乾隆初期の銭貴，嘉慶前後の銭賤とい

う実態について研究者たちの関心を多く寄せている。筆者はこれまでの分析に

おいて乾隆期の制銭鋳造額を推計してみたが，銅銭流通量を増加したこの時期

の役割について明確に議論していなかった（［２００８］）。本稿は清代貨幣制度に



おいて最も基礎となった乾隆～嘉慶期（１７３５～１８２０年）まで貨幣を構造面か

ら検討し，中央と地方社会でどのようなシステムが形成されたかを解明するつ

もりである。

乾隆初期の銭貴から嘉慶期の銭賤までの変動要因については，大�みに言え

ば，銀・銭の貨幣体制だけではなく，物価と経済の変動（岸本美緒［１９９７］），

市場構造と経済政策（山本進［２００２］），農業の好況による商品経済の発達，人

口の増加，商人の経済活動や投機行為など大きな論題に関わっているが，ここ

で貨幣流通量の増加という視点から先行研究を簡単にまとめてみたい。第一は

貴金属である銀をめぐる点である。外国銀の流入・流出の視点から追究した研

究において，全漢昇はアメリカの銀と１８世紀の中国物価革命という論題で１８

世紀の物価上昇要因が人口の増加，商人の投機，および常平倉穀の採買の要因

を挙げた以外，１８世紀を通じての外国銀流入による貨幣流通量の増大，特に

外国銀が秤量貨幣ではなく計数貨幣として流通することによる流通速度の増大

を指摘している（全漢昇［１９７２］，岸本美緒［１９９７］）。林満紅はマルサス人口

論による人口圧力より貨幣増加説の論点から，乾隆期に農業の発展が欧米を中

心とした世界経済の発展と緊密に関わり，国内の経済発展が世界銀の産出量に

左右されたと述べている。すなわち，乾隆初期・中期（１７４０～７０年代）の農

業の低落は１８世紀前半世界銀の増加の低迷の中，貿易による中国へ流入した

外国銀の供給があまり多くなかったが，末期（１７８０～９５年）の発達が世界銀

の産出増加に伴って外国銀が再び大量に流入した結果，銀の流通速度が速く

なったという（［１９８９］）。王�泰はアヘン戦争前の銭賤銀貴がアヘンの貿易に

よる銀の流出による通説を反論し，商品経済の発展により，高額な計数貨幣を

求められた結果，銀への需要を高めたと分析している。その一方，国内に銀の

保有量が少なくて，政府が銀の採掘をも重視しなかったため，外国貿易で得た

銀に依存するしかなかったという貨幣流通実態においてアヘン貿易よる銀の流

出は脆弱な清代銀銭体系に対して，泣き面に蜂のように，銀と銅銭のバランス

を崩してしまった（［２０００］）。これからの研究成果を参考にしながら，外国銀
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の流入額と人口増加の圧力と関係をより具体的に分析する余地がまだ十分にあ

ると思われる。

第二は本位貨幣である制銭の鋳造と供給による銅銭流通量を増加した点であ

る。雍正～乾隆初期（１７２０～１７４０年代）に銀１両＝銅銭７００文という銀銭相

場であったが，「乾隆通宝」の登場は地域社会で零細な計数性能を持つ現地通

貨の不足をある程度解消した（黒田明伸［１９９４］，６０頁）。この時期に国家的

支払手段とした機能を失った銅銭は流通手段として広範な農村部の小商品生産

の市場で機能するように転換していた（足立啓二［１９９１］）。在地市場の取引の

発展がより急速になることによって銅銭需要が高まり，広東・江南地域の物価

表示は銀両だけではなく，銅銭表示に変わりつつあった（岸本美緒［１９９７］）。

陳昭南は銭貴原因について原料銅の供給不足による制銭の供給不足や制銭の選

好でよりその重要性を高めた結果，制銭の価格が上昇したと認識し，乾隆４０

年代（１７７５年以降）からの銭賤が制銭供給量の増加により貨幣需要を上回っ

た結果，制銭価値の下落に至ったことを主な原因としている（［１９６６］）。そし

て，乾隆３０～４０（１７６５～７５）年代から広東・福建で計数銀貨である銀元と信

用貨幣である銭票の登場より，貨幣流通市場で新たな貨幣が参与した結果，制

銭への需要が減少したという認識もある（佐々木正哉［１９５４］，陳昭南［１９６６］）。

筆者は銭貴の原因については同意しているが，銭賤の原因について疑問を持っ

ている。つまり，制銭流通量の増加にともない，市場が求める貨幣を地域ごと

に十分に提供できるかという点である。銅銭鋳造量の推計によると，中央と地

方で銅銭分布の不均衡化が存在した（李紅梅［２００８］）。地方社会において，貨

幣不足の実態と「計数銀貨と銭票の使用」の要因を深く追及する必要があると

思われる。

第三は銀銭相場に悪影響を与えた私鋳銭（清政府が正規に発行した制銭に対

して，制銭より品質の悪い銅銭で，「小銭」とも呼ぶ。黨武彦［２００３］，１０７頁）

の問題である。康熙～雍正期（１６６２～１７３５年）に政府が供給する制銭の不足

原因で私鋳銭は民間の銅銭流通を担う状況にあり，銭貴をある程度抑制した
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（上田裕之［２００９］）。乾隆期の小銭問題に清政府は各地で厳しい取り締まりを

行った（黨武彦［２００３］）。王光越は小銭を私鋳した第一元凶が地方政府である

と指摘し，乾隆期の３０年代と５０年代に各地で取り締まった私鋳銭総額を推計

し，全国１年分の制銭の鋳造額に相当したという（［１９８８］）。張小也は１８世紀

中期に銅銭の貯蔵問題について自然条件からいえば，北方が南方より有利であ

り，経済条件からいえば，直隷・山東・河南等の華北農業経済発達地域が多く

見られると分析している（［１９９８］）。しかしながら，以上の要点を論述した際，

貨幣政策による地方社会に存在した制銭の不均衡化問題と市場の私鋳銭の濫造

との関係について結びついて議論されていないようである。

なお，以上の見解以外に，乾隆期から嘉慶期までの銀貴銭賤について私鋳の

盛行，外国銀の使用，アヘン貿易による銀両の流出が決定的な要因ではなく，

流通市場において経済発展に伴って社会の冨の増長により，価値高い銀という

金属が価値低い制銭を排除して独立しようという機能が潜在的に存在していた

という主張もある（王宏斌［１９８７］）。筆者は嘉慶期までにその傾向があったか

どうかというより，貨幣の大量な供給による貨幣の浸透と受容が広い領土の隅

まで広がっていたかどうかが問題であると考える。

蓄積された研究を踏まえながら，各自が主張された論点を個々に理解するよ

りも総合的に分析することによって乾隆～嘉慶期（１７３５～１８２０年）の貨幣使

用実態に迫る必要があると考える。そして，中央と地方の貨幣システムを形成

した乾隆～嘉慶期（１７３５～１８２０年）についてどのように評価するか，特に制

銭鋳造額において，中央が全国の半分を占めていたこと（王業鍵［２００３］，第

３節）が地方に対してどのような影響をもたらしたかについて，いままでの研

究では言及していなかった。本稿は，流入してきた外国銀と銅銭の関係を仮に

試算しながら，１７３０年代から１８１０年代まで中央と地方，銀両と制銭という二

つ側面から貨幣の枠組みを明らかにしようと試みることを目的としている。

第１節はこれまでに観察してきた各地の土地文書からみた貨幣使用の動向を

概観しながら，高額な取引でも銅銭を基準貨幣として使用が拡大していた実態
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を明らかにする。この時期に外国銀の流入と制銭鋳造による大量貨幣供給が全

国で行われ，地方社会の経済発展に伴って，高額な計数貨幣の需要が強くなっ

たと同時に庶民経済においても銅銭の需要も倍増していた。しかしながら，流

通市場で銅銭と銀両の使用が必ずしも同じ動向になっていたとは言えない。そ

の原因の一つとして，貨幣政策による地方の制銭鋳造の不均衡化が存在してい

たと主張したい。すなわち，地方の鋳造システムは中央集権制の基で実行した

だけであるが，地方の人口や経済状況を無視して実施した体制であった。

第２節は清代の経済データの不整備のため推算できないと言われる外国銀の

流入総量と制銭の鋳造高累計額と合わせた作業を通じて，１７３０年代から１８１０

年代まで１人当たりの貨幣使用可能量を算出しながら，銭貴から銭賤までの変

動の要因を検討する。すなわち，制銭供給による貨幣の地域格差は地方社会の

対応として計数銀貨・銭票の使用を促し，地方の流通市場で貨幣混乱の一面を

導いたことを明らかにしたい。

第１節 地方視点からみる貨幣流通

清代の主要貨幣である銀と銅銭が貨幣制度において，実際の使用の中に，ど

のような役割分担で各自の機能をはたしたかについて，筆者は日本貨幣史研究

に進められている手法（岩橋勝［１９８０］，［１９９９a］）を参考にして，地方経済レ

ベルの流通実態が反映できる当時の経営帳簿や土地文書を利用しながら観察し

てきた。乾隆期に大量鋳造した制銭を市場に投入し続けた結果，銭経済の拡大

が各地域をどのように変化させたかについて，若干実証作業をしてみた。なお，

岸本美緒は不動産売買の貨幣使用の動向をすでに検証して，秤量貨幣であった

銀両使用が減少したと同時に，計数貨幣であった銅銭と銀元の使用への転換が

明瞭になったというように概観（［１９９７］，第９章）しているが，その要因につ

いてまだ明確に議論していないようである。ここで各省の制銭鋳造事情と使用

貨幣の実態を合わせながら，地方の視点からそれぞれの貨幣使用の要因を考え

てみたい。
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図１ 乾隆～嘉慶期に各省の制銭鋳造高累計額（万貴）

出所：李紅梅［２００９］表３－２より。

図２ 乾隆～嘉慶期（１７３５～１８２０年）各省の１人当たり制銭使用可能額（仮定）（単位：文）

出所：地図は http://www.bing.comから引用；データは李紅梅［２００９］の表３－２より。
読み方：例えば，福建９０－３２０－３４０の場合，９０は乾隆２０年，３２０は乾隆６０年，３４０
は嘉慶１６年まで１人当たり制銭使用可能額である。
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乾隆期から雲南銅鉱の繁栄により，京師二局と各省の地方鋳造局は積極的に

制銭鋳造を実施し，嘉慶期まで大量の制銭を市場に供給した。筆者は残された

官�史料を利用して，図１で表示したように鋳造高累計額を乾隆初期の１７３６

年から，乾隆２０年（１７５５年），乾隆６０年（１７９５年），嘉慶１６年（１８１１年）ま

で三段階を分けて大胆に推算してみた（李紅梅［２００９］）。この推計は清政府か

ら許可された各省の申請額と銅原料の購買額（雲南銅：厳中平『清代雲南銅政

考』中華書局出版，１９５７年，『銅政便覧』（清）不著�人（影印本）台湾学生

書局，１９８６年，日本銅：永積洋子『唐船輸出入品数量一覧 １６３７－１８３３』１９８７

年，創文社），鋳造卯数，使用炉数（『欽定戸部鼓鋳則例』故宮博物館院編（影

印本）海南出版社，２０００年），鋳造可能な年数を合わせて推算したものである。

直隷と山西は具体的な銅の購入記録が見つからないので，政府に申請した通り

実施していたかどうか不明である。しかし，道光期に編纂された『度支輯略』

（戴建兵［２００６］）に記載された鋳造額が一致したので，暫定的に嘉慶期までそ

の額で鋳造し続けていたこととする。そして，この推計はあくまで政策通り実

施すれば，鋳造可能額であるが，実際の場合，政府から軍人の給与として支

払って市場に流入した後，退蔵や溶解されて私鋳銭を鋳造することが十分存在

していた。したがって，この推計が制銭鋳造額の上限として理解したらいいと

考えられる。

中央と地方の鋳造額からみると，市場へ供給される額が不均衡な実態が明ら

かになっている。地理的にみると，鋳造額の割合から，中央政府の所在地であ

る京師と直隷省に多くて，次に銅鉱の産地である雲南が他の省より多かったこ

とが分かっている。そして，内陸を除いて，東北地方や安徽・河南・山東では

鋳造した軌跡がなかったことが窺われる。７０～８０年間の鋳造を持続したこと

により，各省内において使用量が増加したとみえるものの，各省の間の格差が

埋められなかった。鋳造額の設定に関する背景には，満州族出身軍人の生計を

維持するための要因が大きかった（上田裕之［２００９］）。中央も地方も軍兵への

支給額の１～２割を銅銭で支払うという貨幣政策の基で設定されたものである
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から，地方の人口と合わせてみると，１人当たり制銭使用可能額は図２のよう

になる（李紅梅［２００９］）。中央所在地である京師の人口だけを平均すると，乾

隆２０年（１７５５年）まで１１，３８０文，乾隆６０年（１７９５年）まで３５，２３０文になっ

ている。（李紅梅［２００９］，２５８－９頁。）その中の一部分は満州族の出身である

盛京や東北地域の軍人にも支給したと予測できる。安徽・河南・山東におい

て，銅銭の供給は近隣の省に頼るしかないであろう。それは張小也が分析した

河南・山東に退蔵現象が多く存在したと一致している（［１９９８］）。すなわち，

これらの地方社会に制銭を提供する所はないから，一旦銅銭を入手したら，価

値を保つために貯蓄するので流通市場に出回らない現象が多かったと考えられ

る。

乾隆期に大量な制銭を鋳造したことにともなって，物価等の銀両建て表示か

ら銅銭表示に変わった傾向があり，高額な取引の土地売買にもその変化もみら

れている。北京の場合，家屋敷土地売券からみれば，清代初期に銀両表示が主

流ではあったものの，１８世紀中期から１９世紀後期まで銅銭の使用もかなり見

られている（李紅梅［２００６］）。銅銭を使用し始める時期について，岸本（［１９９７］，

３５６頁）が論証した時期より少なくとも３０～４０年早かったと思われる。額面

から見ても，銅銭使用が小額ではなく，銀両より高額であった。表１を表示す

るように，乾隆４０年（１７７５年）から嘉慶２０年（１８１５年）の間の一件当たり

の取引額が５００両以上で，それ以降もっと高額であった。このように，従来，

小口取引や庶民による小額貨幣としてしか使われなかったと理解されていた銅

銭は，首都における高額の取引にも用いられたことが明確となったのである。

その原因としては，八旗軍人の給与に１～２割の制銭を占めているので，制

銭を手に入るルートが利便であった点や北京の内城に居住した旗人が時代とと

もに生活が苦しくなってその家屋を売却して外城に移転する点が考えられる。

中央鋳造局の所在地であった京師では軍兵の人数に合わせて制銭を鋳造し続け

てきた。乾隆期の大量鋳造より京師地域において人口の３～４割を占めた旗人

と政府に勤めた漢籍胥吏が銅銭を日常生活中で用い，その人たちの手を通して
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漢人や商人に銅銭を渡して，京師の民間市場で銅銭使用の頻度が多くなったと

予測できる。小額銅銭が京師の市場で流通し，銀両より計数貨幣の便利性が認

められ，高額な土地取引まで使用されるようになった。銭建てで取引される場

合も銀両建てと同等な額面で取引された。京師の経済・金融状況を考量すれ

貨幣種別 銀 銭 銀元 （銭・銀）票 各時期

時期 （両） （貫文） （圓） （貫文） 合計件数

①１６４５－１６６２
順治２－康煕元

１８ １８

（１１８）

②１６６３－１６８０
康煕２－１９

１６ １６

（３５０）

③１６８１－１６９９
康煕２０－３８

２６ ２６

（５５６）

④１７００－１７１９
康煕３９－５８

２３ ２３

（５５４）

⑤１７２０－１７３５
康煕５９－雍政１３

２９ ２９

（６５６）

⑥１７３６－１７５５
乾隆元－２０

５４ １ ５５

（ ２５） （ ２８）

⑦１７５６－１７７５
乾隆２１－４０

７７ ９ ８６

（３８６） （ １５３）

⑧１７７６－１７９５
乾隆４１－６０

８４ ２０ １０４

（６０１） （ ６０６）

⑨１７９６－１８１５
嘉慶元－２０

５９ ５６ １１５

（６７０） （ ５４２）

⑩１８１６－１８３５
嘉慶２１－道光１５

８３ ５７ １４０

（７１０） （ ９１３）

⑪１８３６－１８５５
道光１６－咸丰５

９０ ７３ １６３

（４２５） （１，２０３）

⑫１８５６－１８７４
咸丰６－同治１３

９９ ７８ ２ １７９

（２８９） （２，４６１） （８０）

⑬１８７５－１８９４
光緒元－２０

１９４ ２０ ２１４

（３０９） （ ４９４）

⑭１８９５－１９１１
光緒２０－宣統３

２０２ ５ ５ ２１２

（５６３） （ ２３９） （４０）

表１ 京師家屋宅地売買契約文書における貨幣使用（総件数：１３８０）
（時期別・貨幣種類別・１件平均額）

出所：李紅梅［２００６］（資料源：『清代北京城区房契研究』）
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ば，金融機関が多くて，土地取引で受け取った銅銭を近い銭舗に預けることも

可能である。低質な銀両の鑑定など煩雑な過程より，銅銭建てで決済すれば，

土地取引の手続きが，スムーズに完了できると考えられる。京師の１人当たり

制銭使用可能額を見ても，銅銭使用する可能性も十分高いと思われる。

福建の場合，資料がもっと多く出版されたことにより，総合的に観察した結

果，銅銭使用が１９世紀からではなく，１８世紀の３０年代からし始め，乾隆初

期に銅銭建ての取引が現れ，１９世紀後半までその拡大態勢が全体的に持続し

ており，銅銭が銀元より２０～３０年早く使用され始めたと見られる（李紅梅

［２００６］）。福建省内において，時期的および地域的に差異が十分存在した点に

留意すべきである。表２のように地域差をミクロ的に分析すれば，南部地方で

銅銭使用より，銀元使用への転換が強かった一方，東部と北部地方で銅銭使用へ

の拡大が明らかに多かった。その要因として制定した貨幣政策と省内の各地域

の経済発展状況が深く関わっていると思われる。福建省では，地理的な条件か

ら考えれば，北部，東部の山地地帯は生産と原料の中心地であり，南部，東部の

沿海地帯が流通と販売の中心地であった。制銭流通のルートいかんが，銅銭使

用の地域差に影響をもたらした。乾隆期に省内用の宝福局と台湾軍人用の宝台

局を設置しており，宝台局で鋳造した制銭が台湾の士兵へ供給され，宝福局の

制銭が省都であった福州府に集中した。図１より隣省である広東・浙江と比べ

ると，鋳造額の設定が少なくなかった。図２で表示したように乾隆６０年（１７９５

年）になると，制銭の累計額で平均した１人当たり制銭使用可能額が３２０文ま

でに増加して，省内に１人当たり制銭使用可能額が隣省の広東省より多かっ

た。実際，その中から台湾軍兵に支払った額は多く占めていた。一旦支払った

ら，その制銭が台湾の島内で流通するようになり，また台湾海峡を渡って福建

省内に還流することは難しいであろうと考えられる。その点についてまた観察

が必要があるが，少なくとも台湾への制銭流出により福建省内で流通可能な額

より減少したことが事実であろう。そうすると，福州府を中心とする東部や閩

江でつながっている北部では銅銭が入手できたが，南部地域では支給できる銅
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銭が少なかった状態になる可能性が高いであろう。地域社会に制銭不足の中で

計数貨幣の需要が高まった中で外国銀貨（銀元）がそのままの形で用いられ始

めたと考えられる。

徽州文書は１０万件以上あると言われている。表３でその中の�かの一部分

を利用しながら土地売買に関する契約の貨幣使用を整理した結果，清代におい

て銀両使用が主流であったことは岸本美緒の指摘とほぼ一致した（岸本美緒

［１９９７］第九章，李紅梅［２０１１］）。ただし，土地売買において銅銭使用の時期

が乾隆３７年（１７７２年）から始まったことが明らかとなっている。そして，「乾

隆三十七年正月立草帳」（厳桂夫，王国健著『徽州文書文書档案』２９８頁から

転載），「乾隆廣豊布店帳簿」（『徽州千年契約文書』（清・民國編 第２０卷）巻

南部（総件数：３４６） 東部（総件数：８５３） 北部（総件数：１７７） 貸付（総件数：２９４）

時期 穀物 銀 （うち＊） 銭 銀元 穀物 銀 （うち＊） 銭 銀元 穀物 銀 （うち＊） 銭 銀元 穀物 銀 （うち＊） 銭 銀元

� ０ ５ ０ ３ ０ １

� ０ ９ ０ ２ ０ １

� ３ １ ０ ９ ０ ２ ０ １

� ０ ７ ４ ３６ １ ０ ４ ３ ６

� ０ ６ １８ ５６ ３ ４ ２ １１ １４ １

� ０ ２７ １４ ４２ ３２ ８ ３ ８ ２ ９

	 ０ １３ １４ ６０ ３ ５８ １ ７ １ ９ １ ２０


 ６ ４ ２９ １４ ３３ １０ ７１ ２ ４ ２ ６ １２ １ ２４ ４

� ４ １０ ３１ ５ ４２ ２６ ６８ ８ ４ １ ５ ２５ ６

� ６ ３ ２６ １ １４ ７ ５２ １ １ ７ １ １３ ３


 １５ ２１ ８ ６ ５８ ０ ６５ １ ４８ １

� ２ ２ １５ ４０ ６ ８ １９ １ ２ １ ２６ ２４ １６

� ７ １ ７ １６ １ ２ ２０ ３ ３ ４ １５ ５ ６ ８

� １ １ ２９ ３ ２ ６ ９ ０ ７ ２ ９

表２ 福建土地売券における地域内の件数分布及び貸付件数統計

出所：李紅梅［２００６］（資料源：『明清福建経済契約文書選輯』と『閩南契約文書綜録』１９９０
年増刊）

注：１ うち＊は契約文書に最初銀両表示で支払いと書いたが、「決済或は質を請け出す時
に毎両制銭８００文で計算する」という銀銭比価をはっきり書いてあった件数を指す。
２ 時期区分①－⑭は表１に同じ。
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九，４２５～４５８頁）など若干の例を見ると，民間取引で銅銭使用が乾隆４０年

（１７７５年）前後から始まったことが分かっている。１７８０年前後の徽州では，銅

銭を見ることがなかったと岸本美緒（［１９９７］，３５９頁）は結論したが，銅銭を

用いなかった原因については究明しなかった。筆者は官�史料を見る限り，順

取引文書別 資料１（１１２件） 資料２（５２件）資料３（３１５件） 資料４（３３件） 資料５（７４件）合計（５８６件）

貨幣種別 銀 銭 銀 銭 銀元 銀 銭 銀元 銀 銭 銀 銭 銀元 銀 銭 銀元

�１６４５－１６６２
順治２－康熙元 １３ ３ ２ １８

�１６６３－１６８０
康熙２－１９ ６ ３ １６ １ ２６

�１６８１－１６９９
康熙２０－３８ ８ ２ ３４ １ ４５

�１７００－１７１９
康熙３９－５８ １１ ５ １９ ３ ３８

�１７２０－１７３５
康熙５９－雍政１３ ２３ ６ ５３ ２ ８４

�１７３６－１７５５
乾隆元－２０ １０ ２ ４３ ３ １ ５９

	１７５６－１７７５
乾隆２１－４０ １４ １ ３ ２９ ２ １ ４９ １


１７７６－１７９５
乾隆４１－６０ ８ １ １ １ ２３ ２ ３ ２ ３７ ４

�１７９６－１８１５
嘉慶元－２０ ５ １ ５ １５ ９ ３４ １

�１８１６－１８３５
嘉慶２１－道光１５ ２ １５ ５ ４ ４ ７ １ ２８ １０


１８３６－１８５５
道光１６－咸丰５ ４ ２ １ １ １ ２５ ４ ５ ４ １５ ４ １ ５０ １５ ２

�１８５６－１８７４
咸丰６－同治１３ １ １ １ ５ ４ １９ １ ２１ ６ ４ ４２ １３ ８

�１８７５－１８９４
光緒元－２０ １ ３ ３ ６ ３ ２ １ ９ ３ ７

�１８９５－１９１１
光緒２０－宣統３ １ １ ３ １ １ ６ ３ ２ ８

表３ 清代徽州における土地売買文書の貨幣使用（時期別・貨幣種別）

出所：李紅梅［２０１１］
注：１ 張伝璽編『中国歴代契約会編考釈（下）』

２ 王�欣・周紹泉主編「徽州千年契約文書」（清・民國編 第２０卷）
３ 安徽省博物館編『明清徽州社会経済資料叢編』
４ 周向華編『安徽師範大学館蔵徽州文書』と田濤等著『田蔵契約文書粋編』
５ 劉伯山主編『徽州文書』（第一冊）
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治期から雍正期にかけて江寧局で制銭鋳造が行われたが，制銭を大量鋳造した

乾隆期に安徽省内に鋳造局を稼動した記録がなかった。つまり，徽州では銅銭

が供給されなかったではないかという事実に注目したい。では，なぜ制銭を鋳

造しなかったのに，「乾隆三十七年正月立草帳」と「乾隆廣豊布店帳簿」のよ

うに銅銭表示で記録したか。筆者は安徽省内において主に徽州では貨幣使用実

態について以下の仮説を提示した。すなわち，徽州商人は全国規模の商業活動

により，外国から流入した銀が大量に手に入って銀両の使用上の不便が徽州で

は大きな影響をもたらさなかったが，隣省である江西省，江蘇省，浙江省との

取引が多く行われた中で，その地域内に存在した銅銭使用と慣行を受け入れな

がら，銅銭も持ち帰られた可能性が十分にある。その商人たちは主に質屋を経

営する集団と隣省から商品を仕入れる業者を含めている。商人（典商，棉布な

ど卸商人）たちが銀・銅銭の両替，預金業務を行いながら，隣省から円滑に地

元へ銅銭を持ち込む役割を果たしたと考えられる。

山東省の場合，１７６０年代からを境目に急激な銅銭への転換が見られ，乾隆

末年から京銭の使用が相当多くなると，岸本美緒は観察している（［１９９７］，３５５

頁）。省内において京銭建ての納税について山本（［２００５b］）の研究で明らかに

なっている。すなわち，鋳造局が設置されていなかったため，京師から制銭が

山東に流入して，現地で小銭（私鋳銭）を私鋳して，その銅銭需要を補充して

いると考えられる。東北地方においても制銭１枚を６文と数える１６陌の東銭

は直隷北東部（承徳府・永平府・遵化州）から奉天で通行していた（山本進

［２００５b］４０頁，［２００５a］）。そのような短陌慣行が行われた地域において，小

銭（私鋳銭）が納税の際，一般的に用いられる要因として，政府から発行した

本位貨幣である制銭が各省ごとに鋳造できなかったことにあると思われる。

以上の分析から地方社会において，清政府の制銭鋳造政策による銅銭不均衡

化について，いままでの先行研究にまだ注目されていないようであるが，それ

が根本的な要因ではないかと強調したい。図２で表示しているように乾隆～嘉

慶期各省の１人当たり制銭使用可能額（仮定）からみれば，先進地域と言われ
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た江南デルタ地域や外国貿易が盛んであった福建・広東地域や穀物の産出量が

豊富であった湖北・湖南地域では政府機関から鋳造した制銭の枠組みはそれら

地域の経済発展の度合いに満足できないので，地域社会で独自に工夫して貨幣

需要に満足する方法を考案したと思われる。すなわち，乾隆期から嘉慶期まで

大量な制銭を鋳造したことにしても人口の増大による貨幣需要に追いつけず，

銭票や計数貨幣の外国銀貨の登場を導いたのである。

第２節 外国銀の流入総量と制銭の鋳造高累計額

明代に二千数百年間行使してきた銭経済から銀経済へ移行した原因は海外か

ら大量の銀が中国に流入してきたからである。研究者たちは世界の銀の生産

高，銀の流れ，世界経済の動態と構造，中国の世界経済における位置など，貴

金属銀を巡って様々な角度から議論している。そして，利用した文献と計算方

法の違いにより中国へ流入してきた銀の総量は一致していない。１８世紀以前

のグローバル経済を検証した A・G・フランクが西洋の中心論と違って当時中

国の経済状況を評価した視点から議論した研究は世界の研究者の熱い視線を集

めている。フランクは１４００年から１８００年までアメリカ大陸の銀と日本銀山か

ら生産された銀の総量の半分が最終的に中国に流入されたという。すなわち，

１８００年まで二世紀半強にわたって，４，８００万トン（１両＝３７．３０g，１．２９億両）

の銀がヨーロッパと日本から，１万トン（２，７００万両）以上がマニラ経由で受け

取り，結局６万トン（１．６億両）ほどの銀が中国に集まったことになる（［２０００］，

２６６～７頁）。呉承明（［２００１］）は研究者たちの成果を１７世紀後期，１８世紀前

期，１８世紀後期，１９世紀前期を分けて，銀両の流入と流出を総合的に分析

し，流入総額が１億７，８００万両で，１８３３年まで３，０００万両流出したと推計し

ている。そして，モースによる推算した１７００～１８３０年流入した５億元（３．６

億両）という数字が過大と認識している。王業鍵（［２００３］）は最高的に１６世

紀から１９世紀初期に８億４千万～９億元（６～６．４８億両）から，最低的に１７００

～１８２６年２億５千万元（１．８億両）まで，各研究者の推計を列挙している。そ

５５８ 松山大学論集 第２４巻 第４－２号



して，明代末期と清代初期に１億元（７，２００万両，１元＝０．７２両）から１９世

紀初期に３億元（２．１６億両）までに増加して，貨幣とした銀両の流通量が銀

の総量の４分の１から３分の１までぐらいと仮定している。清代前期の物価変

動と国外貿易を検討していた岸本美緒（［１９９７］，第５章）は銀の流入・流出に

ついての研究も注目されている。近年，李隆生（［２００９］）は林満紅，小竹文夫，

大竹文雄，全漢昇，Morse，Latourette，余捷瓊等研究者の成果を参考して１６４５

年から１９１１年まで毎年流入していた銀の数量を試算している。

本節で主に李隆生と呉承明の分析結果を参考に，外国から中国に流入してき

た銀の総量と清政府が鋳造した制銭鋳造高累計額を時期的に合わせて試算して

みたい。制銭のデータについて，清代において経済データが不整備であったた

め，大筋しか推計できない。表４は改めて順治～嘉慶期制銭鋳造高累計額を統

計したものである。京師二局の場合，『清朝文献通考』，『清実録』，『清朝通典』

に記録した鋳造額は特別な記録がない限り，鋳造し続けたというように推算し

てみた。つまり，制銭鋳造高の最上限になる。地方の場合，前述したように，

購入できる銅の原料で鋳造した年数で計算し，また各省ごとの鋳造卯数とあわ

せて推計してみた。地方鋳造局は順治～康熙年間（１６４４～１７２２年）の鋳造と

停止が頻繁に行われたことやデータの不備で推計できなかった。図３と図４は

１７７５年，１７９６年，１８１０年代の３期を分けて１７３０年代から１８１０年代までの制

銭鋳造高累計額と銀の総量の推計を表示している。両データを別々に利用する

理由は，呉承明が低めに推計したと本人も認識しているので，流入銀総量の下

限として，李隆生がモースのデータも利用しているので，流入銀総量の上限と

したいからである。制銭の場合，銀１両＝１，０００文という比価で換算して表示

している。

図３の外国銀流入総量は附表１を参考にして，統計してみたものであるが，

呉承明は１７世紀後期の日本から朝鮮と琉球を経由して流入した銀のデータが

ないので，統計を断念しているようである（［２００１］，２８０頁）。その分について，

清代前期の国外貿易を検討していた岸本美緒の分析が参考できる。すなわち，
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制銭鋳造高累計額（万貫） 外国銀流入総量（万両）
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朝鮮は年間７０～８０万両で，５０年間で３５０～４００万両になるが，琉球経由の場

合，総合的に年間１０万両前後で，５０年間で５０万両になる（［１９９７］，１７８～１８１

頁，図５・１０）。したがって図３に少なくとも４００～４５０万両をプラスにしない

といけない。それにもかかわらず，外国銀流入量と制銭鋳造高累計額と比較す

れば，１７３０～５９年まで銅銭の分が銀両を超えて，１７９９年まで倍以上になり，

１８１４年まで２倍以上になったと見える。呉承明の統計に１７３０年以前に�るこ

とができないので，銅銭は１６４４年からの累計したものであるから，その差が

出ている。実際，アンガス・マディソンの統計によれば，１５５０～１６４０年まで

時 期 京師二局（万貫） 地方鋳造局（万貫）

順治年間（１６４４－１６６１年） ２，４００．０

康熙年間（１６６２－１７２２年） ２，５００．０

雍正年間（１７２３－１７３５年） ９５７．０ ２８９．７

乾隆２０年まで（１７３６－１７５５年） ２，２７６．５ １，６５６．６

乾隆６０年まで（１７３６－１７９５年） ７，７５０．７ ６，３９０．４

嘉慶１２年まで（１７９６－１８０７年） １，４６７．１ ７，７６７．１

表４ 順治～嘉慶期制銭鋳造高累計額

出所：李紅梅［２００９］。

図３

出所：呉承明［２００１］，李紅梅［２００９］。
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制銭鋳造高累計額（万貫） 外国銀流入総量（万両）
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合計５，０００万トン（１．３４億両）余の銀が既に中国へ流入していた（［２００４］，

表２－９，７６頁）。その分を銀のストックとして入れれば，１８００年まで制銭の

鋳造高累計額は銀両の総量を超えるようになる。しかし，銀の全部は貨幣とし

て使用することではないことを考量すれば，やはり制銭の投入速度が外国銀の

流入量より遥かには速かったことになる。この点は暫定的な結論になる。

図４の李隆生のデータは１６４４年から計算したもので，４段階に分けて表示

している。１７５５年まで制銭鋳造高累計額が銀両流入の総量を超えなかったが，

乾隆６０年（１７９５年）の時点でもう超えるようになっていた。その計算方法と

しては，参考にした研究者のデータをつきあわせてその平均数で累計してい

る。その中で日本との貿易において，１６５６年からの外国貿易の禁止，さらなる

１６６１年の遷海令から１６８４年の海禁を解除した間，日本から出入した唐船は台

湾の鄭氏勢力によるものであり，必ずしも清国から出た船ではないという見解

（岸本美緒［１９９７］，１８０頁）もある。少なくとも平均７８万両の３０年間で約２４０

万両を下方修正する必要がある。前述した銀両のストックを考量すれば，１８１４

図４

出所：李隆生［２００９］の表１０，李紅梅［２００９］。
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年まで国内に所有した銀の総量がまだ多かったともいえるであろう。しかし，

流入した銀の用途から考えれば，必ずしも通貨として使用しただけではなく，

贅沢品の装飾や食器にも使われている。附表２をみれば，乾隆２０年（１７５５年）

の戸部実存の銀数が４，３００万両で，乾隆３９年（１７７４年）に約７，４００万両であっ

た。それらの分を図４の数字から引くと，１７５５年までに制銭鋳造高累計額と

外国銀流入総量と同じ水準になり，１７９６年まで制銭は上回るようになる。も

し，流入量の３分の１を通貨として使用すれば，民間市場で流通した銀の量が

制銭より少なくなったであろう。

したがって，図３と図４の説明が若干違うようになっているが，ここで主張

したいのは，乾隆６０年（１７９５年）まで低めなデータと高めなデータのどちら

からみても，制銭の供給額が外国銀流入総量より多かったことになる。その点

について，データが不備のために議論できないと言われているが（陳昭南

［１９６６］），乾隆期に外国銀の流入総量は制銭の鋳造に追いかけることができな

いことがここで何とか大筋を読めることができた。乾隆初期の銭貴は銅銭不足

の要因が大きかったが，乾隆末年の銀貴銭賤は制銭の供給過大に要因が十分に

あると考えられる。少なくとも制銭と銀両の比価が１両＝９００～１，０００文の乾

隆４０年（１７７５年）間にバランスがとれていたと予測できるであろう。貨幣流

通量増加という視点において，全体像からそのような結果ではあるが，地方社

会の実態は以下のような実態であった。

表５では１７３０年から１８１０年まで外国銀の流入総量と制銭鋳造高累計額を人

口数と合わせて，１人当たりの銀両使用可能量と制銭使用可能量を算出した。

これも暫定的な結果であるが，呉承明のデータなら，１人当たり銀両使用可能

量は１７６０年代まで０．４３両から１８１０年代に０．３４両になり，李隆生のデータな

ら，１７６０年代までの０．７５両から１８１０年代に０．７３両になる。つまり，銀１両

＝１，０００文で換算すると，１人当たり銀両使用可能量は１７６０年代まで４３０～

７５０文の範囲であり，１８１０年代に３４０～７３０文の間にあると思われる。ちなみ

に，１人当たり制銭使用可能量は１７６０年代まで４２７文であり，１８１０年代に
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５３９文であった。銀両と制銭は貨幣として合計したら，１７６０年代までに８５７～

１，２７７文で，１８１０年代に８７９～１，２６９文の範囲であるが，いずれも低いもので

ある。実際，流入した外国銀を全部貨幣として使うことはないことから考える

と，１人当たり貨幣使用可能量は１，０００文程度であろう。そして，第１節の図

２に推計した各省の１人当たり制銭使用可能額をみると，京師，直隷，雲南，

四川，貴州以外に先進地域であった沿岸部の各省は全国の平均値に達していな

かったことが分かる。すなわち，全国の水準からみれば，制銭鋳造高累計額は

外国銀流入総量を上回ったことになるが，地方社会で制銭不足が著しかった。

これらの地域では外国との貿易で流入してきた大量の銀は一部分が財政の収

入として中央政府に吸い上げた後，残りの部分がこれらの地域で使用された。

地方鋳造局で鋳造された制銭は地方の軍兵の数を合わせて設定したものである

ために，市場需要量に満足できる量の制銭を供給しなかった。そのような状態

でこれら地域において外国銀を計数貨幣としてそのまま使用するとか，銅銭の

預かり証である銭票をそのまま流通させるという方法で貨幣の不足分を補�し

ていた。経済発展を中心とした地域において商品経済の発達に伴って高額な銀

両がより需要されたが，少なくとも１８１０年代まで高額な銀両は銅銭を排除す

るような状態より，市場で貨幣不足の局面が持続していたと思われる。

時 期 人口数１

（万人）

外国銀流
入２総量

（万両）

１人当た
り使用可
能量（両）

外国銀流
入３総量

（万両）

１人当た
り使用可
能量（両）

制銭鋳造４

高累計額
（万貫）

１人当た
り使用制
銭数（文）

１７３０－６０年代 １９，０３４．８ １４，２６３．０ ０．７５ ８，２３５．３ ０．４３ ８，１３３．５ ４２７

１７３０－９０年代 ２９，６９９．１ ２３，５００．０ ０．７９ １２，９１１．２ ０．４３ １５，８８４．２ ５３９

１７３０－１８１０年代 ３６，１６９．３ ２６，３１２．０ ０．７３ １２，２１０．７ ０．３４ １７，３５１．３ ４８０

表５ 仮定１７３０－１８１０年代外国銀の流入総量と制銭鋳造高累計額と１人当たり使用可能量

出所：１ 梁方仲編著『中国歴代戸口・田地・田賦統計』２５８頁甲表７８と２６２頁甲表８２より
引用した。

２ 李隆生［２００９］「清代（１６４５－１９１１）毎年流入中国白銀数量的初歩估計」表１０より
計算。

３ 呉承明［２００１］「近代中国国内市場商品量的估計」表２１－２３より計算。
４ 李紅梅［２００９］。
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む す び

本稿は１８１０年代まで貨幣政策に基づいた制銭の鋳造が行われた乾隆～嘉慶

期（１７３５～１８２０年）の貨幣流通実態について土地文書からみた貨幣使用の動

向と，その地域の銅銭鋳造事情という双方から検討してきた。提示した仮説は

まだ検証する必要が十分にあるが，清代乾隆～嘉慶期までの貨幣の枠組みをあ

る意味で見られることができたと思われる。以下暫定的な結果をまとめてみた

い。

１７６０年代以降から流入してきた外国銀の総量は制銭鋳造高累計額より少な

くなったことが窺われる。その原因は世界銀の減産にもよるものの（林満紅

［１９８９］），国内の人口増加の問題と関係がないとはいえない。１７６０年代と１８１０

年代に外国銀の流入総量と制銭鋳造高累計額は人口と合わせて，公定比価銀１

両＝１，０００文で計算してみると，１人当たり貨幣使用可能量は大体８００～１，３００

文になる。（この数字は外国銀の流入総量の全額を通貨として使用した場合で

ある。）つまり，清代初期から嘉慶期までの人口増加の速度が貨幣の供給増加

を上回ることになったといえよう。ちなみに，参考として日本の１８世紀末に

１人当たり貨幣使用量は６，９４８文であった。（岩橋勝・李紅梅［２０１０］，別表）。

世界の銀の３分の２が中国に吸収されたと言われているが，人口増加の圧力と

いう要因で中国と隣国である日本と比較すると，貨幣経済化において遅れたこ

とを改めて証明したと言えるであろう。その意味で，清政府の「銭法」（制銭

鋳造政策）を評価すべきであろう。

初期より乾隆期から嘉慶期まで約８０年の制銭政策はその時期の商品経済発

展において貨幣面の役割をある程度果たして，民間社会で貨幣使用へ浸透させ

たと思われる。しかしながら，全国からみれば，制銭の設定の面において中央

と地方との乖離が非常に大きかったともいえるであろう。外国銀は国内に流入

してからの動きについてまだ解明できていないが，制銭は京師周辺と西南３省

（雲南・四川・貴州）に多く提供され，沿岸部の各省に供給した額は極めて少
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なかった。そして，山東・安徽・河南と内陸各省に制銭の供給がなかった（甘

粛省に少し鋳造していた）。王朝を中心とした中央二局と地方局の鋳造額の格

差は各地域の経済発展にも左右され，貨幣流通実態の混乱を導いたと言えるで

あろう。その時期に高額な銀両が小額な銅銭を排除しようということより，貨

幣不足が地方経済に苦しんでおり，銭票や計数貨幣である外国貨幣の登場が市

場の需要を補�したのではないかと思われる。

本稿で各地に氾濫していた小銭（私鋳銭）について言及していないが，清政

府はいくら取り締まっても抑えられなかった理由は，私鋳により獲得した利益

が魅力であったことより，地方社会の人々は十分な貨幣を手にいれなかったこ

とが根本的な要因であると考えられる。それによって，地方社会により複雑な

実態へ転換していくであろう。実際，小銭の累計についての議論はまだ少ない

ので，今後の課題として調べてみたい。
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年 代 中国とフィリピン
の貿易船数

額
（万両）

中国と日本
の貿易船数

額
（万両）

中国と英国
の貿易船数

額
（万両）

合計
（万両）

１６５０－５９ ６７ ２５６．９ ４０６ ５１２．５ － － ７６９．４

１６６０－６９ ４５ １７２．５ １８４ ５４４．４ １ ０．４ ７１７．３

１６７０－７９ ３０ １１５ ２７ １０．１ ３ ６．６ １３１．７

１６８０－８９ ７７ ２９５．２ － － １２ ２９．２ ３２４．４

１６９０－９９ １６８ ６４４．１ － － ５ ２７．６ ６７１．７

合 計 － １，４８３．７ － １，０６７ － ６３．８ ２，６１４．５

１７００－０９ １９１ ７３２．３ ３３ ２７４ － － １，００６．３

１７１０－１９ １１０ ４２１．７ １７ １６３．８ － － ５８５．５

１７２０－２９ １１６ ４４４．７ ３０ ２６２．６ － － ７０７．３

１７３０－３９ １２７ ４８６．９ ３８ ３１２ ２８ １５２．４ ９５１．３

１７４０－４９ １３１ ５０２．３ ４９ ４５５．４ ３８ １６４．３ １，１２２

１７５０－５９ １３９ ５３２．９ ７１ ５０３．５ ３９ ２１２ １，２４８．４

合 計 － ３，１２０．８ － １，９７１．３ － ５２８．７ ５，６２０．８

年 代 輸出値Ⅰ（万両） 輸出値Ⅱ（万両） 外国銀流入額（万両）
Ⅲ＝Ⅰ－Ⅱ

１７６０－６９ ３，２１２ １，３６１．１ １，８５０．９

１７７０－７９ ４，５４４．３ ２，０４５．１ ２，４９９．２

１７８０－８９ ６，７３１．５ ３，２４２．１ ３，４８９．４

１７９０－９９ ７，６４２．８ ５，８９２．８ １，７５０

合 計 ２２，１３０．６ １２，５４１．１ ９，５８９．５

年 代 輸出値Ⅰ（万両） 輸出値Ⅱ（万両） 輸出値Ⅲ（万両） 外国銀流入・流出額（万両）
Ⅳ＝Ⅰ－Ⅱ－Ⅲ

１８００－０４ ５，１５９．９ ４，３６３．７ １，３５５．６ 流出５０３．４

１８０５－０９ － － １，６０３．１ 流出６６５．１

１８１０－１４ － － １，７４５ 流入４６８．０

１８１５－１９ － － １，５０７．２ 流入６６８．５

附表１ １７世紀後半から１９世紀前半まで銀の流入・流出統計（単位：万両）

出所：呉承明［２００１］の表２０－２３。
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年代 銀数（万両） 指数 年代 銀数（万両） 指数 年代 銀数（万両） 指数

康煕６年 ２４８．８ ７ 雍正元年 ２，３７１．２ ６９ １４年 ２，８０７．３ ８２

１１年 １，８０９．７ ５３ ２年 ３，１６２．８ ９２ １５年 ３，０８０．０ ９０

１２年 ２，１３５．８ ６２ ３年 ４，０４３．５ １１８ １６年 ３，２４９．４ ９５

１６年 ５３０．７ １５ ４年 ４，７４１．０ １３８ １７年 ３，８６３．０ １１３

１７年 ３３３．０ １０ ５年 ５，５２５．３ １６１ １８年 ３，９８７．０ １１６

２５年 ２，６０５．３ ７６ ６年 ５，８２３．６ １７０ １９年 ３，７６０．５ １１０

２６年 ２，８９６．４ ８５ ７年 ６，０２４．９ １７６ ２０年 ４，２９９．７ １２６

３０年 ３，１８５．０ ９３ ８年 ６，２１８．３ １８３ ２１年 ４，３２２．２ １２６

３１年 ３，４２５．５ １００ ９年 ５，０３７．６ １４７ ２２年 ４，０１５．２ １１７

３２年 ３，７６０．０ １１０ １０年 ４，４３９．３ １３０ ２３年 ３，６３８．１ １０６

３３年 ４，１００．８ １２０ １１年 ３，７９３．４ １１１ ２４年 ３，６７３．３ １０７

３４年 ４，２２６．４ １２３ １２年 ３，２５０．３ ９５ ２５年 ３，５４９．７ １０４

３５年 ４，２６２．９ １２４ １３年 ３，４５３．０ １０１ ２６年 ３，６６３．９ １０８

３６年 ４，０６４．０ １１９ 乾隆元年 ３，３９６．０ ９９ ２７年 ４，１９２．８ １２２

３７年 ４，０５４．３ １１８ ２年 ３，４３８．５ １００ ２８年 ４，７０６．４ １３７

４２年 ３，８３６．８ １１２ ３年 ３，４８５．８ １０２ ２９年 ５，４２７．４ １５８

４３年 ３，９９８．５ １１７ ４年 ３，２５８．３ ９５ ３０年 ６，０３３．６ １７６

４７年 ４，７１８．５ １３８ ５年 ３，０４８．６ ８９ ３１年 ６，６６１．３ １９４

４８年 ４，３７６．７ １２８ ６年 ３，１４６．４ ９２ ３２年 ６，６５０．１ １９４

４９年 ４，５８８．１ １３４ ７年 ３，２７４．７ ９６ ３３年 ７，１８２．４ ２１０

５２年 ４，３０９．４ １２６ ８年 ２，９１２．１ ８５ ３４年 ７，６２２．３ ２２３

５３年 ４，０７３．５ １１９ ９年 ３，１９０．３ ９３ ３５年 ７，７３０．０ ２２６

５７年 ４，４３１．９ １２９ １０年 ３，３１７．１ ９７ ３６年 ７，８９４．０ ２３０

５８年 ４，７３６．９ １３８ １１年 ３，４６３．３ １０１ ３７年 ７，８７４．０ ２３０

５９年 ３，９３１．７ １１５ １２年 ３，２３６．３ ９４ ３８年 ６，９６７．７ ２０３

６０年 ３，２６２．２ ９５ １３年 ２，７４６．４ ８０ ３９年 ７，３９０．６ ２１６

附表２ 康煕６年－乾隆３９年戸部銀庫の毎年実存銀数

出所：『乾隆朝上諭档』第七冊７８７－７９１頁より作成。康煕３１年の銀数＝指数１００
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